
災害時における飲料水の提供に関する協定書 

 

千葉市（以下「甲」という。）と株式会社伊藤園（以下「乙」という。）は、千葉市

域での地震、風水害等による大規模災害（以下「災害」という。）時に必要な飲料水

の提供及び調達に関し、以下のとおり協定を締結する。 

 

（協力の要請） 

第１条 甲は、次に掲げる場合において、飲料水を調達する必要があると認めるとき

は、乙に対し、飲料水の提供を要請することができる。 

（１）市域で災害が発生し、又は発生するおそれがある場合 

（２）前号の場合に加えて、災害が広域的なものであり、市域外の災害救助のため、

県又は他市町村から飲料水の調達の斡旋を要請された場合 

（３）その他市長が特に必要と認めた場合 

２ 前項の要請は、文書をもって行うものとする。但し、文書をもって要請する猶予 

がない場合は、口頭で要請し、後日速やかに文書を交付するものとする。 

 

（提供の実施） 

第２条 乙は、前条の要請を受けたときは、飲料水の優先的な提供及び運搬に対する

協力に努めるものとする。 

 

（飲料水の範囲） 

第３条 甲が、乙に提供を要請する飲料水は、乙の取り扱っている飲料水とする。 

 

（飲料水の引渡し） 

第４条 飲料水の引渡しは、原則として、甲が指定する場所とし、甲が派遣した職員

が飲料水を確認のうえ、乙から飲料水の引渡しを受けるものとする。 

２ 飲料水の引渡し場所までの運搬は、乙が行うものとする。但し、必要に応じて、

乙が指定する者が行うことができる。また、甲は乙に対し、必要に応じて甲が行う

運搬の協力を求めることができる。 

３ 乙は、甲に対する飲料水の引渡しが完了したときは、その設置状況等について、

甲へ文書をもって報告するものとする。 

 

（飲料水の価格） 

第５条 飲料水の取引価格は、原則として、災害発生時直前における適正な価格とす

る。 

 

（費用の負担） 

第６条 第１条の規定により乙が提供した飲料水の代価は甲が負担するものとする。 
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（飲料水の安定供給） 

第７条 乙は、災害時にその店舗等の施設及び機能を活用し、市民に対して飲料水を

供給し、市民生活の早期安定に寄与するように努力するものとする。 

 

（連絡責任者） 

第８条 甲及び乙は防災協力に関する事項の伝達を円滑に行うため、甲乙双方の連絡

先及び連絡責任者・担当者を別途定めるものとする。ただし、内容の変更が生じた

場合は速やかに相手先に報告するものとする。 

 

（有効期間） 

第９条 この協定の有効期間は、平成２３年１２月１日から平成２４年３月３１  

日までとする。ただし、この期間満了の１箇月前までに甲乙いずれからも協定解除の

申し出がないときは、さらに１年間延長するものとし、その後においても同様とする。 

 

（協議事項） 

第１０条 本協定に定めのない事項又は本協定の実施に関し必要な事項については、

甲乙協議のうえ決定するものとする。 

 

 本協定の締結を証するため、本書を２通作成し、甲乙記名押印のうえ、各自その１

通を保有する。 

  

 

平成２３年１２月１日   

 

 


